
芦屋市三条南町８７番２

戸建住宅地

一般住宅の中に共同
住宅等が見られる住
宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 35 30 15 低層住宅地

-

１中専(60,200)
地区計画等

芦屋市内の人口は変動幅が小さく微減傾向で推移している。利便
性が劣る地域を除いて、住宅地に対する需要は堅調である。

既成の住宅地域であり、地域要因に大きな変動はない。最寄り駅
から徒歩圏内に位置し、利便性と居住環境は比較的良好である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は自用目的の取引が中心である。また、画地規模等を踏まえると経済合理的な賃貸住宅の経営
が困難なため収益還元法の適用は断念した。比準価格は同一需給圏内で実際に売買された不動産の取引価格を基礎とし、市
場性が反映された実証性の高い価格と判断する。したがって、比準価格を採用し、標準地及び指定基準地との検討も踏まえ
て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅の中に共同住宅等が見られる住宅地域であり、地域要因に大きな変動はなく現状を維持するものと予測する。需要
は旺盛で、地価は上昇傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 375,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

389,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-1.0

+19.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ甲南山手駅北東方
340m

ＪＲ甲南山手
340m

(8)

南8m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位　北、　
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「三条南町４－２」

②地積

（㎡）

122

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

390,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

428,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.0％ ％

115.5 ］

102.0［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

391,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

芦屋（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-2.0

+13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

398,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

108.5 ］

103.5［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 16日 正常価格

令和 5年 7月 4日令和 5年 7月 1日

47,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 390,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

300,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は芦屋市の市街地及び神戸市東灘区の市街地東端部の住宅地域である。需要者は地元の居住者のほか圏外からの
転入者も見られ、一次取得者層の住宅購入や中高年層の住み替え等が中心である。類似地域内の需給動向は、利便性と居住
環境が良好な住宅地域であり、需要は堅調である。中心価格帯は、基準地と同程度の土地で４，５００万円から５，０００
万円程度、新築建売住宅で総額６，５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



芦屋市川西町６５番９

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い整然とした住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 60 40 25 低層住宅地

-

１中専(60,200)

全国的に優良住宅地として著名で、需要は堅調に推移している。
北部調整区域や臨海部等を除き、地価は概ね上昇傾向にある。

芦屋市南部の駅に近い住宅地域で、中規模画地が多く、古くから
の良好な住環境を維持しており、需要は底固い傾向にある。

個別的要因の変動はない。

近隣地域は、中規模の戸建住宅が多く見られる住宅地域である。周辺では一部、賃貸マンション等の収益物件も見られるが、
自用目的の取引が中心となっている。そのため、取引価格水準を指標に価格が決定されることが一般的であり、収益性より
も居住の快適性が重視される傾向にある。したがって本件においては、市場性を反映した実証的な価格である比準価格を重
視し、収益性を重視した収益価格を参考にして、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住環境の良い閑静な住宅地域であり、今後とも現況の住環境を維持するものと予測する。選好性も高く、需要も高いことか
ら、地価は上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 420,000円／㎡

公示価格 427,000円／㎡

標準地番号 芦屋 7-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

438,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神芦屋駅北西
250m

阪神芦屋
250m

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「川西町１０－１８」

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0 ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 210 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

438,000 円／㎡

224,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

427,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.3 +2.6％ ％

100 ］

102.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 20日 正常価格

令和 5年 7月 6日令和 5年 7月 1日

92,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 438,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

340,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は阪神本線、ＪＲ東海道本線、阪急神戸線の各沿線で概ね芦屋市、西宮市、神戸市東灘区の圏域である。主な需
要者は、芦屋市内の居住者が中心であるが、市外からの流入も見受けられる。対象地周辺は、駅接近性・生活利便性等に優
れ、需要は堅調で、地価も上昇傾向にある。取引の中心となる価格帯は、規模によっても異なるが、土地で８，０００万円
前後の取引が中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

かりゆし不動産鑑定

竹之内　浩



芦屋市大原町７５番２

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 20 30 戸建住宅地

-

１中専(60,200)
地区計画等

芦屋市は高級住宅地域として知名度が高く、富裕層からの需要が
多いため、利便性の良好な地域を中心に地価の上昇率が拡大して
いる。

地域要因に特別な変動は認められないが、名声の高い高級住宅地
域で需要が多く、地価は上昇傾向が続いている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、市場においては自己居住用不動産の取引が中心となるため比準価格の規範
性は高い。また、対象基準地は地積が小さく経済合理的な賃貸住宅の建設ができないため、収益還元法は適用できなかった。
よって、比準価格を採用し、標準地及び指定基準地の価格との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域として成熟しており、今後も現状のまま推移するものと予測する。居住環境及び利便性が良好
で、芦屋市の中でも特に需要が多く、地価は当面上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 620,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

655,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ芦屋駅北東
650m

ＪＲ芦屋
650m

(8)

北6.3m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位　北、
６．３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「大原町１７－７」

②地積

（㎡）

177

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

655,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

665,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+5.6％ ％

104.0 ］

102.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

660,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

芦屋（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

-37.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

398,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

62.4 ］

103.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 16日 正常価格

令和 5年 7月 4日令和 5年 7月 1日

116,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 655,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

510,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は芦屋市及びその周辺の住宅地域であるが、ＪＲ芦屋駅等の周辺に広がる芦屋市中部の高級住宅地域が中心とな
る。需要者は資金力のある二次取得者で、芦屋市内居住者のほか市外からの需要も多い。全国的にも有名な高級住宅地域で
ブランド力が高く、ＪＲ芦屋駅に徒歩圏で利便性も良好であるため富裕層からの需要が多く、地価は上昇傾向が続いている。
規模等により様々であるが、土地は１億円以上の高額物件が多く、建物は注文住宅である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

小杉不動産鑑定士事務所

小杉正樹



芦屋市西山町１０７番１

戸建住宅地

中規模一般住宅にマ
ンションが見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 25 50 25 戸建住宅地

-

１中専(60,200)

芦屋市の住宅地域の需要は利便性・住環境が良好なエリアを中
心に全般的に堅調である。但し、金利や建築費の動向には注視
を要する。

駅近で利便性に優れ、山手の良好な住環境も備えていることか
ら、買い替え層等の需要は底堅く、地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅にマンションが見られる住宅地域に存し、自用目的での取引が中心であり、周辺において賃貸共同住宅等
も散見されるが、基準地の地積及び間口・奥行等の関係から、経済合理的な経営が可能となる賃貸住宅の建設が困難と判
断し、収益還元法の適用は見送った。したがって、多数の信頼性のある取引事例を収集し得た実証的な比準価格をもって、
代表標準地との検討を踏まえた上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅にマンションが見られる住宅地域にあって、現在の住環境を維持して推移するものと予測する。最寄駅よ
り徒歩圏で利便性に優れ、住環境にも恵まれており、今後地価は上昇基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 398,000円／㎡

公示価格 404,000円／㎡

標準地番号 芦屋 9-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

412,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急芦屋川駅北西
500m

阪急芦屋川
500m

(8)

西6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西山町１９－６」

②地積

（㎡）

201

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 12.5  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

412,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

404,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+3.5 +2.0％ ％

100 ］

102.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0

0.0

形状

方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 19日 正常価格

令和 5年 7月 6日令和 5年 7月 1日

82,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 412,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

350,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸本線及びＪＲ東海道本線沿線の芦屋市北部を中心とする住宅地域である。主な需要者は、芦屋市
及び阪神間の居住者が多く、県外からの転入も散見される。山手の良好な住環境と駅徒歩圏の利便性を兼ね備え、需要は
堅調で地価は上昇傾向にある。需要の中心価格帯は基準地と同程度の画地規模の土地で８，０００万円台前半であるが、
規模や画地条件等により様々で、注文建築の住宅も多く、新築建売住宅の相場の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社谷澤総合鑑定所神戸支社

石川 太朗



芦屋市宮塚町３１番２

戸建住宅地

戸建住宅や共同住宅
が建ち並ぶ利便性の
良い住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 20 30 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

芦屋市の住宅価格は、人気エリアで利便性の良好な市街地を中心
に地価は上昇傾向にある。

特筆すべき要因変化はない。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸マンションも見られるが、近隣地域は戸建住宅を中心とする住宅地域であり、市場においては自己居住用不動
産の取引が中心となるため比準価格の規範性は高い。また、対象基準地は地積が小さく経済合理的な賃貸住宅の建設ができ
ないため収益還元法は適用できなかった。よって、比準価格を採用し、標準地及び指定基準地の価格との検討を踏まえて、
鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

戸建住宅等が建ち並ぶ住宅地域として成熟しており、今後も現状のまま推移するものと予測する。ＪＲ芦屋駅に近く利便性
は良好で住宅地の需要は多いため、当面地価は上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 384,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

404,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 19

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-2.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ芦屋駅南
400m

ＪＲ芦屋
400m

(8)

西7m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「宮塚町６－１７」

②地積

（㎡）

186

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

402,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

373,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.7％ ％

94.1 ］

102.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

402,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

芦屋（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+1.0

+9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

420,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

109.0 ］

104.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 29日 正常価格

令和 5年 7月 5日令和 5年 7月 1日

74,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 402,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

310,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は芦屋市及びその周辺の住宅地域で、ＪＲ東海道本線沿線から阪神本線沿線にかけて広がる芦屋市中南部の住宅
地域が中心となる。需要者は芦屋市内居住者のほか他所からの転入も見られ、資金的に余裕のある二次取得者が多い。ＪＲ
芦屋駅に近く利便性は良好で居住環境も概ね良好であるため住宅地の需要は多く、地価は上昇傾向が認められる。土地は１
８０㎡程度の中規模住宅地で７千５百万円前後が取引の中心となっており、建物は注文住宅が多い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社小林エステイト

長谷川大輔



芦屋市呉川町５０番４

戸建住宅地

中小規模一般住宅が
建ち並ぶ住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 20 30 20 戸建住宅地

-

１中専(60,160)

世界的にインフレが高騰し、急速な沈静化は見込めない状況
にある中で、今後の不動産市場への影響に注視する必要があ
る。

中小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域である。落ち着いた街
並みで住環境も良く、選好性は高い。地価は上昇傾向で推移
している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域で、自用目的の取引が中心である。基準地は画地規模が小さく経済合
理性ある賃貸住宅の建設が困難であるため収益還元法の適用は断念した。一方、比準価格は同一需給圏内の類似性の高
い取引事例を多数収集検討して試算されており、市場性を反映して規範性が高い。よって、比準価格を標準に、周辺標
準地及び指定基準地との価格検討を踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅が建ち並ぶ閑静な住宅地域で、今後も現況の住環境を維持するものと思われる。整然とした街並みで
良好な住環境を形成していることから、地価は上昇傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 294,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

299,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+5.0

+3.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神芦屋駅南東
1.2km

阪神芦屋
1.2km

(8)

南東4m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位：北
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「呉川町１１－１８」

②地積

（㎡）

132

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

300,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

335,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.0％ ％

113.6 ］

101.4［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

300,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

芦屋（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+9.0

+30.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

420,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

148.9 ］

104.3［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 15日 正常価格

令和 5年 7月 1日令和 5年 7月 1日

39,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 300,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

235,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は阪神沿線を中心とした芦屋市南部の住宅地域である。需要者は市内居住者が多いが、外部からの流入も認
められる。国道４３号線以南に位置し、市内中心部と比べやや土地の価格水準が抑えられている地域であるが、落ち着
いた街並みで住環境は良好、地価は上昇している。対象基準地と同規模の土地で４，０００万円程度、新築戸建物件は
画地規模を抑えて総額で５，０００万円程度が取引の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

芦屋（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

松本工務店　不動産鑑定士事務所

松本年弘



芦屋市六麓荘町１３０番２

戸建住宅地

大規模一般住宅が多
い山手の閑静な住宅
地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北65 15 35 45 戸建住宅地

-

１低専(30,80)
風致地区
地区計画等

芦屋市においては、人口は微減傾向にあり、個人消費は緩やかに
改善されており、動きは鈍いものの雇用・所得環境も改善傾向に
ある。

全国的な知名度が高い高級住宅地で、広域的需要も認められるこ
とから、地価は底堅く推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸マンション等の収益物件は皆無であり、公法上の規制により共同住宅の建築が不可である上、主に富裕層によ
る自己使用目的の取引が中心となっており、より快適性が重視される邸宅街で経済合理的に戸建住宅の賃貸事業が成り立つ
地域ではないため収益価格は試算しなかった。従って、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評
価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＲＣ２

当該地域は大規模戸建住宅を主とする山手の閑静な住宅地域で、今後とも現状を維持するものと予測する。全国的な知名度
が高い地域であるため需要は堅調で、地価は底堅く推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 211,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

215,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 10

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+1.0

+58.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ芦屋駅北東
2.4km

ＪＲ芦屋
2.4km

(8)

南西8m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　
風致地区
地区計画等

土砂災害警戒区域
(30,80)

土砂災害警戒区域 基準方位北、　　
　８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「六麓荘町９－１２」

②地積

（㎡）

830

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 40.0  ｍ、　規模 800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

215,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

330,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.9％ ％

156.4 ］

101.1［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+1.0

0.0

方位

形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

215,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

芦屋（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+7.0

+76.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

398,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

193.8 ］

103.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 26日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

178,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 215,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

170,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ東海道本線・阪急神戸本線沿線で、概ね芦屋市、西宮市、神戸市東灘区内の山手の住環境の優る住宅地域。
全国的な知名度を有する高級住宅地であり、需要者は大阪方面等を含む広域的範囲の富裕層が中心となる。宅地供給も限定
的であるため、ブランド力のある当該地域内の需要は底堅い。取引件数が少なく、取引される価格帯も規模、立地条件等に
よりまちまちであり、需要の中心となる価格帯は見いだせない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

澤田不動産鑑定士事務所

澤田良一



芦屋市奥池町１番１６２３

戸建住宅地

大中規模一般住宅が
多い郊外の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 40 40 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

芦屋市の人口は微減傾向にある。不動産取引件数はここ数年微増
傾向にあり、富裕層等を擁する当市のブランド力から地価は堅調
である。

地域要因に大きな変化は認められない。自然環境に恵まれた周辺
環境から、選好性は分かれるものの、一定数の需要はある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は別荘や邸宅等が建ち並ぶ郊外の住宅地域で、自己利用目的での取引が殆どである。賃貸用不動産は見られず、法
令制限からも経済合理性のある賃貸住宅経営の想定は困難である。賃貸市場を想定することが難しいため、収益還元法の適
用は断念した。比準価格は、実際の取引に着目した実証的かつ精度の高い価格であり、本件でも適切に試算し得た。よって
本件では、比準価格を標準とし、類似標準地との均衡にも留意して、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

別荘や邸宅が建ち並ぶ郊外住宅地である。地域要因については特筆すべき事項は見られず、今後も現状維持で推移すると判
断される。有料道路利用が前提となる特殊な地域にあり、利便性が劣るため、需要は限定的である。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

西宮 74

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+7.0

-10.0

+21.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急芦屋川駅北
6.1km

阪急芦屋川
6.1km

(8)

南東6m市道

「調区」
(30,80)

国立公（２種）

（その他）　　　　
風致地区
地区計画等
(20,60)

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「奥池町１４－２５」

②地積

（㎡）

500

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0 ｍ、　奥行　約 28.0  ｍ、　規模 500 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

65,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

118.9 ］

99.7［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 23日 正常価格

令和 5年 7月 1日令和 5年 7月 1日

27,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、芦屋市郊外及び西宮市の山手外縁部に広がる大中規模住宅地、六甲山の別荘地域等である。需要者は阪神間
に地縁性を有する富裕層が中心であるが、法人の保養所としての需要も認められる。自然豊かな住環境にあるが、有料道路
の利用が前提となるため利便性は劣り、需要者は限定的である。地形的理由による個別性が強く、画地規模もまちまちであ
るため、取引される価格水準の幅が大きく、需要の中心となる価格帯を見出すことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

天海建物株式会社

金甲烈



芦屋市西山町７６番２

低層店舗兼共同住宅地

小売店舗と住宅が混
在する駅前の商業地
域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 30 30 低層店舗兼共同住宅地

-

近商(90,200)
準防

市内人口は微減傾向で推移している。市全般に堅調な需要を反映
して地価は上昇傾向にあり、特に商業地にあってはその傾向が強
い。

地域要因に特段の変動は見られない。立地条件に優れる駅前の商
業地域であり、需要は底堅く、地価は上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

駅前商業地域であり、市場参加者は資産性や希少性を重視して取引を行っており、収益性を目的とした取引のみならず、将
来の建替え及び自己使用等も見込んだ取引が中心と思料する。収益面でみると、土地価格に見合う賃料水準が形成されてお
らず、また近年の建築費高騰の影響もあり、収益価格は低位に試算された。以上より実証性の高い比準価格を標準に、収益
価格を比較考量し、代表標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

店舗、一般住宅が混在する駅前商店街であり、特段の変動要因は認められず、今後も現状維持程度で推移するものと予測す
る。駅に近い商店街であり需要は底堅く、地価は上昇傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 429,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

445,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

西宮 8

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

+4.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急芦屋川駅西
150m

阪急芦屋川
150m

(8)

南東4m市道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　
(90,200)

特にない ４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西山町９－２」

②地積

（㎡）

205

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

460,000 円／㎡

320,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

478,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.2％ ％

110.1 ］

102.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

445,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

西宮（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

+4.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

476,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

110.1 ］

102.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 20日 正常価格

令和 5年 7月 5日令和 5年 7月 1日

91,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 447,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

350,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は芦屋市を中心に隣接市等を含む阪神間の近隣商業地域である。需要者は地場の店舗事業者、不動産業者等が中
心である。利便性の高い駅前商業地域に所在しており、稀少性の高さから需要は強く、地価は上昇傾向にある。事業用地の
取引価格は、取引目的、規模、立地等の個別的要因により様々であるため、需要の中心となる価格帯を一様に指摘するのは
困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第2

業者名

不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所

土田正顕



芦屋市業平町１３番

中層の店舗兼事務所の敷地

中層の店舗・事務所
ビルが建ち並ぶ路線
商業地域

7

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 40 0 20 中層店舗兼事務所用地

-

商業(90,400)
準防

地区計画等

低金利により融資環境は安定している。一方、足元では資源高、
円安等事業環境の不透明感が増す。地価は用途毎に二極化が進む。

地域要因に特段の変動は見られず、立地稀少性を背景に、地価は
上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

比準価格は実際の成約事例に基づく実証的な価格である。一方、収益価格は比準価格に比して低位に試算された。賃貸市場
は成熟しているが、収益面では土地価格に見合う賃料水準が形成されていないためと思料される。市場参加者の取引指標を
鑑みるに、収益価格の相対的規範性はやや劣ると判断した。以上より、比準価格を標準に、収益価格を関連づけ、地価公示
標準地や指定基準地との均衡に留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＳＲＣ６

ＪＲ芦屋駅に近い国道沿いの路線商業地域である。同駅南部の再開発及び駅整備による機能更新が期待される。市場供給量
の少なさに加え、国道沿いの立地稀少性を背景に、地価は上昇傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 647,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

713,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

芦屋 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

+4.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ芦屋駅南
300m

ＪＲ芦屋
300m

(8)

南28m国道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
地区計画等
(90,400)

特にない ２８ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「業平町２－１０」

②地積

（㎡）

294

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 290  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

733,000 円／㎡

579,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

715,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+10.4％ ％

103.8 ］

103.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

711,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

西宮（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-35.0

-4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

424,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

62.4 ］

104.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 15日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

210,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 714,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

530,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は阪神間の路線商業地域であり、主たる需要者は地場又は全国展開する各種法人が中心である。コロナ禍による
沿道業務への負の影響は回復傾向にある。特に、駅近や住宅転用も可能な稀少性の高い商業用地は市場供給量が少ない。圏
内の主要幹線沿いでは、立地プレミアによる資産性を背景とした強気な取引も見受けられ、需要は強含みで推移している。
事業用地の取引価格は個別性が強く、需要の中心価格帯を一様に指摘するのは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

芦屋（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

芦屋（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

かもめの不動産鑑定株式会社

谷詰　岳史


